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守ろう！
災害に、あせらず、あわてずに対応するために

～聴覚障害者の防災体制の確立のために～

いつ起きるかわからない災害から
身を守るには？
本書は、災害が発生したとき、聴覚障害者の
命や生活を守るには何をすべきかを解説して
います。初動対応、安否確認、救援体制のつく
り方を東日本大震災時の聴覚障害者救援活
動の実例から学びます。地域の防災ネットワー
クを確立し、日頃からの備えを万全にし、災害
時被災死亡者「ゼロ」を実現するため、ぜひ
本書をご活用ください。

【聴覚障害者災害救援中央本部】 東日本大震災で被災された聴覚障害者・手話関係者等への支援と、今後各地で予想さ
れる災害に備え、地域のネットワーク作りを推進する等、防災のための活動を行っています。また、災害時には他の障害者
団体や関係機関等と連携し、救援活動を行います。

●本書の売上金の一部を「聴覚障害者災害救援中央本部」へ寄付いたします

守ろう！

災害時に私たちがやるべきこと…

ー聴覚障害者の防災体制の確立のためにー

お申し込みは
お近くの

ろうあ団体まで

はじめに
－東日本大

震災支援活
動と今後の

取り組みに
ついて－
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１． 命の危

険

　東日本大
震災では、

情報にアク
セスにでき

ない障害者
の多くが命

を失いまし
た。

　NHKが
岩手県、宮

城県、福島
県の市町村

行政にアン
ケートを実

施した調査
によると、

障害

者の死亡率
が障害を持

たない人の
２倍という

数字が出て
います。こ

れは市町村
行政が登録

して

いる障害者
手帳所有者

のデータか
ら死亡の有

無を確認し
たそうです

。また新聞
社の調査に

よれ

ば、地域に
よっては５

倍になった
り10倍にな

ったりする
所がありま

す。

　情報にア
クセスでき

ない障害者
は、命の危

険にさらさ
れることに

なります。

　コミュニ
ケーション

保障のない
障害者は、

孤独で苦痛
な避難生活

を余儀なく
され、さら

に心

のケアサポ
ートを受け

ることがな
いため、引

きこもるよ
うになり生

きる力を失
います。情

報に

アクセスで
きないこと

、コミュニ
ケーション

が保障され
ないこと等

が、人の命
、生活、生

きる

力を奪うこ
とになるの

だというこ
とを、わが

国は長い間
、理解でき

ないでいま
した。東日

本大

震災で多く
の人が情報

アクセスや
コミュニケ

ーション保
障の重要性

を知ること
となりまし

た。

２. 東日本
大震災聴覚

障害者救援
中央本部の

立ち上げ

　2011年３
月11日世界

最大級の大
地震が発生

しました。
その後の大

津波、原発
事故は私た

ち

が今まで経
験したこと

のない大き
な災難が日

本を襲いま
した。日本

は世界でも
有数の災害

大国

です。災害
大国を自任

しながらも
わが国の防

災対策は十
分でなく障

害者の安否
確認や避難

支援

はほとんど
対策を講じ

ておりませ
んでした。

　全日本ろ
うあ連盟（

以下、連盟
）は大震災

の翌日に理
事会開催を

予定してお
り、理事等

の役

員は東京に
結集してお

りました。
大地震が発

生したとき
多くの理事

たちは理事
会で使用す

る会

場や都内に
いて遠く離

れたホテル
まで歩いて

いきました
。首都圏の

住民と同じ
ような帰宅

難民

を理事たち
役員も経験

しました。

　翌日、理
事会を緊急

救援対策会
議に切り替

え、不十分
な情報をも

とに対応を
協議しまし

た。

その後、連
盟は加盟団

体に、全国
手話通訳問

題研究会（
以下、全通

研）は支部
に、被害の

問い

合わせのメ
ール、FA

X等を送り
被害状況の

情報収集に
つとめまし

た。翌３月
12日、東日

本の

守ろう!
LIFE

い

の

2 初動対応
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１． 初動対応の重要性

　大災害が起きたとき、被災者のいのちを守ることや、迅速な支援活動を行うにあたって、初動対応
はとても大切です。過去の大震災の例をみると、平常時から初動対応が整備・計画されていなかった
ため、大震災が発生したとき、被災地は混乱状況に陥りました。全国から支援活動を行おうにも、ま
ず被災地の情報収集や支援活動体制の確立に時間を取られ、ようやく支援活動を行えるまで、かなり
の時間を要しました。もじ、平常時から初動対応が整備・計画されていれば、救えたいのちも少なく
ないし、また被災者の早急な安全確保や生活の復旧も可能だったでしょう。平常時から初動対応を整
備・計画しておくことが重要なのです。
　初動対応を効果的に行うためには、「初動対応体制の確立」「災害時の救援活動の内容と役割」
「関係機関・団体との連携」がカギです。この３つについて、自分たちで話しあって、平常時から整
備しておきましょう。

」立確の制体応対動初「 ．２

　初動対応体制をつくるということは、被災者支援活動を行うにあたって、必要な人的・物資的の資
源や情報提供やコミュニケーション支援を行える体制や拠点をつくるということです。
・「聴覚障害者災害救援現地本部」の構成と役割

幅広く支援活動を行うためには、聴覚障害者災害救援現地本部の構成団体は、災害がおきたと
きに支援活動の中心となる団体を核に、支援活動をともに行える関係団体で構成したほうがいいで
しょう。そして、災害時に連絡を取りあえるよう、役割や連絡の手順を定めた体制図を作っておき
ましょう。

・本部の設置
本部を設置するときは、運営方針や平常時・災害時の具体的な活動の内容を話しあいましょう。

災害被害を少しでも軽減するためには、平常時からの取り組みが重要です。また、災害時に被害が
最小にとどめられるような場所を、現地本部の設置場所として確保しましょう。災害が発生した時、
現地本部が機能マヒの状態に陥るような場所では、いざというときに役に立ちません。

・運営費の確保　
現地本部の運営にかかる費用の確保も大切です。安否確認など初動対応に必要な機器や事務用

品、交通費など短期的な支出、平常時からの訓練や活動にかかる長期的な支出などの支出計画をた
てて、運営費の確保に努めましょう。

・設置の周知
災害がおきたときに安否確認や支援活動がスムーズに行えるよう、現地本部が設置できたら、

一般に広く周知しておくとともに、行政や関係機関との連携づくりを働きかけましょう。

　大災害が起きたとき、被災者のいのちを守ることや、迅速な支援活動を行うにあたって、初動対応
はとても大切です。過去の大震災の例をみると、平常時から初動対応が整備・計画されていなかった
ため、大震災が発生したとき、被災地は混乱状況に陥りました。全国から支援活動を行おうにも、ま
ず被災地の情報収集や支援活動体制の確立に時間を取られ、ようやく支援活動を行えるまで、かなり
の時間を要しました。もじ、平常時から初動対応が整備・計画されていれば、救えたいのちも少なく
ないし、また被災者の早急な安全確保や生活の復旧も可能だったでしょう。平常時から初動対応を整

割」
「関係機関・団体との連携」がカギです。この３つについて、自分たちで話しあって、平常時から整

　初動対応体制をつくるということは、被災者支援活動を行うにあたって、必要な人的・物資的の資

たと
きに支援活動の中心となる団体を核に、支援活動をともに行える関係団体で構成したほうがいいで
しょう。そして、災害時に連絡を取りあえるよう、役割や連絡の手順を定めた体制図を作っておき

本部を設置するときは、運営方針や平常時・災害時の具体的な活動の内容を話しあいましょう。
災害被害を少しでも軽減するためには、平常時からの取り組みが重要です。また、災害時に被害が
最小にとどめられるような場所を、現地本部の設置場所として確保しましょう。災害が発生した時、

務用
品、交通費など短期的な支出、平常時からの訓練や活動にかかる長期的な支出などの支出計画をた

ら、

3 安否確認
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１． 安否確認の重要性
　大災害がおこったとき、障害者は状況把握ができなかったり、安全な場所に移動することができま

せん。また避難所に避難できたとしても、聴覚障害者はコミュニケーションができないため、情報が

伝わらず、孤立してしまいます。東日本大震災のときでも、自治体による安否確認が遅れ、多くの障

害者が孤立しました。民間の障害者団体や支援団体も安否確認に乗り出しましたが、個人情報保護の

問題が壁になり、かなりの時間を要しました。
　また、聴覚障害者と一言で言っても、そのコミュニケーション方法や環境は異なります。ひとり一

人のニーズを把握し、そのニーズに応じた支援が必要となります。

　災害時に迅速に支援するため、平常時から災害時要援護者名簿づくりや、自治体・関係団体へ災害

時の名簿開示依頼、安否確認活動の実施方法や流れの取り決めなどの課題に取り組んで行かなければ

なりません。
 

２． 安否確認の準備
　東日本大震災では、自治体などにより、震災直後より避難所で生活する被災者の安否の確認とニー

ズの把握を行なうことができましたが、障害者に対する安否の確認と個別のニーズの把握は、障害関

係団体や社会福祉協議会、支援団体やボランティアの力によるところが極めて大きかったのです。

　しかし、障害者に対する安否確認にあたり、障害者名簿が必要となりましたが、個人情報保護の壁

が問題となり、思うように安否確認が進みませんでした。特定の障害関係団体に対して名簿の一部開

示に踏み切った南相馬市の例もありますが、ほとんどの市町が開示に踏み切れなかったのです。

　個人のプライバシーを確保しつつも、災害時には迅速に安否確認とニーズの把握を行う必要がある

ことから、名簿の開示や提供について、聴覚障害関係・支援団体や自治体と取り決めておくとともに、

災害時の安否確認の連携を確認しておく必要があります。

　また、以下のことに留意して自分たちで話し合っておきましょう。
・安否確認やニーズの把握に必要な情報は？（例. コミュニケーション方法、行きつけの補聴器代

理店）
・名簿の管理方法とバックアップ（例.個人情報が流出しないためには、２ヶ所で保管）

・名簿の提供方法と時期（例. 平常時から提供、災害時に提供）

・名簿提供について、記載されている方からの事前了解の取り方

・安否確認活動のとき連携をとる団体・機関は？

●価格
　¥1,300＋税
●A4判
●96ページ
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